
106通 所介護費

員超過利用減算

70/′ 100

<平 成12年厚生省告示第27号 1>

利用者定数超過又は職員数が基準を満たさない場合

をおいていない場合)

<平 成12年摩生省告示第27号 1>

利用者定数超過又は職員数が基準を満たさない場合

当する場合(基準に定める員数

人員基準欠如減算

定員超過 ・人員基準減
算Qt孤

スと介穣予防サービスについて、それぞれの定員を定めるの
か。それとも全体の定員の枠内で、介護と予防が適時振り分けられれば良いも
のか。その場合、定員超過の減算はどちらを対象にどのように見るべきか。

の対象となる利用者と予防給付の対象となる利用者との合算で利用定員
定めることとしている。例えば、定員20人 という場合、要介護者と要支援者とを合わ
て20人という意味であり、利用日によって要介護者が10人 、要支援者が10人で

あっても、要介護者が15人 、要支援者が5人 であつても差し支えないが、合計が20人

を超えた場合に1ま、介綾給付及び予防給付の両方お`減算対象となる。(平18,4版
VOLl 問 39)

2時間以上3時間未満
通所介護を行う場合

小規模型又は通
常規模型の3時

間以上4時間未
満の所定単位数

の

70/100

く平成12年厚生省告示第23号 9>

心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難である利用者

―
一
‐



107通 所リハビリテーション費

Ｉ
Ｎ
Ｉ

1瀑|ン 轟 離 畿 熙 ン

定員超過利用減算

減

算
70/100

利用者の数が農生愛酌丞生』屋過ぬ基聾止題画墜室握査登覧顔襲ヱ型主坐に該当する場合(定められている利用定見を超えた場合)

<平 成12年厚生省告示第27号 2>

利用者定数超過又は職員数が基準を満たさない場合

人員基準欠如減算

医師、理学療法士、作業療法士、音謂聴覚士、看護職員若しくは介護職員の員数が厘生堂勤△臣述愛め丘基塗建酌幽ヱ皇屋生空&丞
の に該当する場合(基準に定める員数をおいていない場合)

<平 成12年厚生省告示第27号 2>

利用者定数超過又は職員数が基準を満たさない場合

定員超過 ・人員基準減

算Qt弧

① 通所サービスと介護予防サービスについて、それぞれの定員を定めるの
か。それとも全体の定員の枠内で、介護と予防が適時振り分けられれば良いも
のか。その場合、定員超過の減算はどちらを対象にどのように見るべきか。

① 介護総付の対象となる利用者と予防給付の対象となる利用者との合算で利用定員
を定めることとしている。例えば、定員20人 という場合、要介護者と要支援者とを合わ
せて20人 という意味であり、利用日によつて要介護者が10人 、要支援者が10人で
あっても、要介護者が15人 、要支援者が5人であっても差し支えないが、合計が20人
を超えた場合には、介護給付及び予防給付の両方が減算対象となる。(平1844版
VOLl 間 39)

2時間以上3時 間未満
の通所介護を行う場合

減

算

3時間以上4時

間未活の所定単

位数の

70/100

隆塁愛中 基墨旦出宜二変剛壁弘 型堕ユ空塾整壼霞中 に対して、所要時間2時間以上3時間未満の指定通
所リハビリテーションを行う場合

<平 成12年厚生省告示第23号 11>

心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長時間のサ…ビス利用が困難である利用者

大規模事業所の場合
減

算
90/100

国地生盆量丞第26号3)に通含する指定通所リハピリテーション事業所において、指定通所リ
ハビリテーションを行つた場合

<平 成12年厚生省告示第26号3>

前年度の1月当たりの平均利用延人員数(当該指定通所リハビリテーション事業所に係る指定通所リハビリテーション事業者が指定介
護予防通所リハビリテーション事業者の指定を併せて受け、かつ、一体的に事業を実施している場合は、当該指定介護予防通所リハビリ
テージョン事業所における前年度の1月当たりの平均利用延人員数を含む。)が9po人を超える指定通所リハピリテーション事業所である
こと。
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108短 期入所生活介護費
ぶ

押 決 i轍

夜勤について
減

算
97/100

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の動務条件に関する基準 (平成12年 厚生省告示第29号 1)を満たさない場合

定員超過利用減算

減

算
70/′ 100

利用者の数が                          に 該当する場合(利用定員を超えた場合)

<平 成12年厚生省告示第27号3>

利用者定数超過又は職員数が基準に満たない場合

人員基準欠如減算

介護職見若しくは看避職員の員数が厚生労働大臣が定める基準(平成12年厚生省告示第27号 3)に該当する場合(定める員数をおい
ていない場合)

<平 成12年厚生省告示第27号3>

利用者定数超過又は職員数が基準を満たさない場合

ユニットにおける職員の

配置

減

算

1日につき

97/100

ユニット型短期入所生活責について、座生覚回広距配亜也丘加邑鰹墾雲コ丑睦空鰹里挫醒蕩醸陸量号6)を満たさない場合

<平 成12年厚生省告示第26号 6>

イ 日中については、ユニットごとに常時1人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。
ロ ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

<平 成11年老企第25号 第3の人の4の (10)>
ユニット型指定短期入所生活介護事業所において配置を義務付けることとしたユニットごとの申勤のユニットリーダーについては、当面

は、ユニットケアリーダ‐研修を受話した職員(「研修受話者」という。)を各施没(二部ユニット型の施設を含む。)に2名 以上配置する(ただ
し2ユニット以下の施設の場合には、1名でよいこととする)ほか、研修受講者が配置されているユニット以外のユニットでは、ユニットにおけ
るケアに責任を持つ(研修受講者でなくても構わない。)職員を決めてもらうことで足りるものとする。

この場合、研修受講者は、研修で得た知識等をリーダー研修を受講していないユニットの責任者に伝逮するなど、当該施設におけるユ
ニットケアの質の向上の中核となること力t求められる。

また、ユニットリーダーについて必要とされる研修受講者の数には、当面は、ユニットリーダー以外の研修受講者であつて、研修を受講じ
ていないユニットリーダーに対して研修で得た知識等を伝達するとともに、ユニットケアに関して指導及び助雷を行うことができる者を含めて
差し支えない。

ユニット型指定短期入所生活介護事業所(「ユニット型事業所」という。)とユニット型又は一部ユニット型の指定介題老人福祉施設(「ユ
ニット型施設」という。)が併設されている場合には、研修受講者をそれぞれに2名以上配置する必要はなく、ユニット型事業所及び併設する
ユニット型施設(併設するユニット型施設が複数ある場合には、そのうちいずれか1施設に限る。)を一体のものとみなして、合計2名以上の
研様受講者が配置されていればよいこととする。(ただし、ユニット型事業所及び併設するユニット型施設のユニット数の合計が2ユニット以
下のときには、1名でよいこととする。)

なお、平成18年4月1日の時点で上記の要件を満たす研修受講者が2名に満たない施設については、平成19年3月31日までの間に
満たせばよいこととする。



109短 期入所療養介護費

設における短期入所

夜勤について 97ン/100

定員超過利用減算

70/100

<平 成12年厚生省告示第27号 4イ>    !
利用者定数超過又は職員数が基準に満たない場合

人員基準欠如減算

医師、看睡職員、介護冊民、理学療法士若しくは作業療法士の
当する場合(基準に定める員数をおいていない場合)

<平 成12年厚生省告示第27号 4イ>
利用者定数超過又は職員数が基準を満たさない場合

ユニットにおける職員の

配置

日ヽにつき

97/100

さない場合

<平 成12年厚生省告示第26号 9>
イ 日中については、ユニットごとに常時1人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。
ロ ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

<平 成11年 老企第25号 第3のブヽの4の (10)>
ユニット型指定短期入所生活介綾事業所において配置を義務付けることとしたユニットごとの常勤のユニットリーダーについては、当面

は、ユニットケアリーダー研修を受講した職員(「研修受講者」という。)を各施設(―部ユニット型の施設を含む。)に2名以上配置する(ただ
し2ユニット以下の施設の場合には、1名でよいこととする)ほか、研修受講者が配置されているユ邑ット以外のユニットでは、ユこットにおけ
るケアに責任を持つく研修受話者でなくても構わない。)職員を決めてもらうことで足りるものとする。

この場合、研修受講者は、研修で得た知識等をリーダー研修を受講していないユニットの責任者に伝達するなど、当該施設におけるユ
ニットケアの質の向上の中核となることが求められる。

また、ユニットリーダーについて必要とされる研修受講者の数には、当面は、ユニットリーダー以外の研修受講者であつて、研修を受講し
ていないユニットリーダーに対して研修で得た知識等を伝達するとともに、ユニットケアに関して指導及び助言を行うことができる者を含めて
差し支えない。

ユニット型指定短期入所生活介護事業所(「ユニット型事業所」という。)とユニット型又は一・gIュニット型の指定介護老人福祉施設(「ユ
ニット型施設」という。)が併設されている場合には、研修受話者をそれぞれに2名以上配置する必要はなく、ユニット型事業所及び併設すそ
ユニット型施設(併設するユニット型施設が複数ある場合には、そのうちいずれか可施設に限る。)を一体のものとみなして、合計2名以上の
研修受講者が配置されていればよいこととする。(ただし、ユニット型事業所及び併設するユニット型施設のユニット数の合計が2ユニット以
下のときには、可名でよいこととする。)

なお 平ヽ成18年 4月 1日の時点で上記の要件を満たす研修受講者が2名に満たない施設については、平成19年 3月31日 本での間に
満たせばよいこととする。

―
ト
ー



301 介護福祉施設サービス

‐
匂
‐

t F 稀 即!単鞭 登

夜勤について
減

算
97/100

厘生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準(平成12年距生省告示第29号 5イ)を満たさない場含。

<平 成12年厚生省告示第29号 5イ>
イ 介雄福祉施設サービス費又はユニット型介護福祉施設サービス費を算定すべき指定介護福祉施設サービスの夜勤を行う職員の勤務

条件に関する基準
(1)介 護福祉施設サービス費を算定すべき指定介緩福祉施設サービスの夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準

第1号回(1)の規定を準用する。
〈第1号口(1)〉

夜勤を行う介醸職員叉は看綾職員の数が次のとおりであること。
A指 定短期入所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が25以 下の特別養護を人

ホームにあっては、1以上
B26以 上60以 下は、2以上
C61以 上80以 下は、3以 上

D81以 上 100以 下は、4以 上

E101以 上は、4に、100を 超えて25又 はその端数を増すごとに1を加えて得た救以上

(2)ユ ニット型介護福祉施設サ…ビス費を算定すべき指定介護福祉施設サービスの夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
第1号日(2)の規定を準用する。
く第1号日(2)〉

2のユこットごとに夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が1以上であること。

日 旧措置入所者介横福祉施設サービス費又はユニット型旧措置入所者介護福祉施設サービス費を算定すべき指定介護福祉施設サー

ビスの夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
第1号日(1)及び(2)を準用。(上記と同様)

定員超過利用減算
減

算

70′/100

入所定員を超えること。
(利用者等の数の基準及び看麓職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法(平成12年厚生省告示第2フ号)第11号イ)

人員基準欠如減算
減

算

施設の介種職員、看護職員又は介護支援尊門員について指定介避老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準(平成11年 厚生

省令第39号 )第2条に定める員数をおいていないこと。
(利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法(平成12年厚生省告示第27号 )第11号 日)

定員超過 '人員欠如

Q&A

Э やむ得ない措置等による定員の超過の取扱いについて ① 市町村による措置入所及び入院者の当初の予定より早期の再入所の場合は入所
定員の5%ま では減算されない。また、緊急その他の事情により併設の短期入所生活
介護事業所の空床を利用する場合は入所定員の5%ま では減算されない。(平15.4
服 VOL2 問 11)
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ニット型指定介題老
人福祉施設における介
護福祉施設サービス
について

1日につき
97/100

<平 成12年厚生省告示第26号 29において準用する6>

イ 日中については、ユニットごとに常時1人以上の看護職員又は介籠職員を配置すること。
ロ ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

<平 成12年老企第43号 第5の10の (2)>
ユニット型指定介護老人福祉施設において配置を義務付けることとしたユニットごとの常勤のユニットリーダーについては、当面は、ユ

ニットケアリーダー研修を受講した従業者(「研修受講者lという。)を各施設(一部ユニット型の施設も含む。)に2名以上配置する(ただし、
ユニット以下の施設の場合には、1名でよいこととする。)ほか、研修受講者が配置されているユニット以外のユニットでは、ユニットにおけ
責任を持つく研修受講者でなくても構わない。)従業者を決めてもらうことで足りるものとする。この場合、研修受講者は、研修で得た知識等
をリーダー研修を受講していないユニットの責任者に伝達するなど、当該施設におけるユニットケアの質の向上の中核となることが求めら
れる。

また、ユニットリーダーについて必要とされる研修受講者の数には、当面は、ユニットリーダー以外の研修受講者であって、研修を受講し
なヽいユニットリーダィに対して研修で得た知識等を伝達するとともに、ユニットケアに関して指導及び助言を行うことができる者を合めて

差し支えない。
ユニット型指定介護老人福祉施設(「ユニット型施設lという。)とユニット型又は一部ュニット型の指定短期入所生活介整事業所(「ユニ

卜型事業所lという。)が併設されている場合には、研修受講者をそれぞれに2名以上配置する必要はなく、ユニット型施設及び併設するユ
ニット型事業所を一体のものとみなして、合計2名以上の研修受講者が配置されていればよいこととする。(ただし、ユニット型施設及び併
るユニット型事業所のユニット数の合計が2ユニット以下のときには、1名でよいこととする。)
なお、平成13年4月1日の時点で上記の要件を満たす研修受講者が2名に満たない施設については、平成19年3月31日までの間に

身体拘束廃止未実施 日ヽにつき
5単位

<平 成12年厚生省告示第25号20>

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準第11条第5項、第42条第7項又は第54条に規定する基準に適合しないこ
と。

(指定介種福祉施設サービスの取扱方針)
第11条 (第42条 第7項については同様の内容、第54条については準用規定)
4指 定介座を人福祉施設は、指定介護福祉施設サービスの提供に当たつては、当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保
するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為(以下「身体的拘束等」という」)を行つてはなら

身体拘束鹿止未

身体拘東廃止未実施減算については、「身体拘束の記録を行っていなし

葉が生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、事実が生じた月
から3月 後に改善計画の基づく改善状況を市町村長に報告することとし、
生じた月の翌月から敬筈が認められた月までの間減算する。」こととされている
が、施設監査に行つた際に身体拘束に係る記録を行つていないことを発見した

含、いつからいつまでが減算となるのか。また、平成18年 4月前に身体拘束
こついて配録を行つていなかった場合は、減算の対象となるのか。

・身体拘束の配録を行つていなかつた日  :平 成18年4月2日
'配録を行つていなかったことを発見した日 :平成18年7月1日
・改善計画を市町村長に提出した日   :平 成18年7月5日

① 身体拘束廃止未実施減算については、身体拘束の記録を行つていなかった事業が
生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出し、これに基づく改善状況を3月後に

ることとなつているが、これは事実が生じた月に改善It回を速やかに提出させ、
害計画提出後最低3月 間は減算するということである。したがつて、お尋ねのケース

合、改善計画が提出された平成18年 7月を基準とし、減算はその翌月の同年8月
から開始し、最短でもその3月後の10月までとなる。

なお、身体拘束廃止未実施減算は、平成18年 4月から新たに設けられたものであ
ることから、同月以降に行った身体拘束についての記録を行つていない場合に減算対
象となる。(平18,9イ ンフォメーション127問 10)



302介 護保健施設サービス

夜勤について

<平 成12年厚生省告示第29号6>
イ 介澄保健施設サービス愛又はユニット型介選保健施設サービス費を算定すべき指定介虚保健施設サービスの夜勤を行う職員の勤務条

(1)介 護保健施設サービス費を算定すべき指定介護保健施設サービスの夜動を行う職員の勤務条件に関する基準
第2号イ(1)の規定を準用する。

(第2号イ(1)〉
夜動を行う看醸職員又は介醸職員の数が2以上(指定短期入所療養介離の利用者の数及び当核介護老人保健施設の入所者の数の
40以 下の介産老人保健施設であつて、常時、緊急時の連絡体制を整備しているものにあつては、1以上)であること。

(2)ユニット型介護保健施設サービス費を算定すべき指定介枝保健施設サービスの夜動を行う職員の動務条件に関する基準
第2号イ(2)の規定を準用する。

(第2号イ(2)〉
2のユこット(指定居宅サービス基準第155条 の2に規定するユニットをいう。)ごとに夜勤を行う看綾職員又は介醸職員の数が1以上

97/100

定員超過利用減算

70/100

<平 成12年厚生省告示第27号 12>

入所者定数超過又は職員数が基準を満たさない場合

人員基準欠如減算
<平 成12年厚生省告示第27号 12>

入所者定数超過又は職員数が基準を満たきない場合

―
対
―



‐
∞
‐

303介 護療養施設サービス

罷
鮮
舶 1韓韻艶錨鵡轟織畿縄韻鱗韻導革繋         欝 1軒 ユ智鶴

療養病床を有する病院における介護療養施設サービス

夜勤について
減

算
25単 位

環養病床を有する病院である指定介護療養型医療施設において、                     件 に関する基準(平
成12年厚生省告示第29号 7イB口)を満たさない場合

、平成12年厚生省告示第29号 7イ・口>

イ 療養型介護療養施設サービス費を算定すべき指定介護療養施設サービスの夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
第二号回(1)の規定を準用する。
(第二号口(1)〉
病院療養病床短期入所療養介護費又はユニット型病院療養病床短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の夜勤

を行う職員の勤務条件に関する基準
(1)指 定短期入所猿軽介護を行う療養病床に係る病棟(以下「療養病棟」という。)における夜勤を行う看護職員又は介護職員の数

が、当該療養病棟における指定短期入所療養介護の利用者の数及び入院患者の数の合計数が三十又はその端数を増すごとに一以上で
あり、かつ、二以上であること。

(2)療 養病棟における夜勤を行う看護職員の数が一以上であること。
(3)療 養病棟における夜勤を行う看護職員又は介議職員の一人当たりの月平均夜勤時間数が六十四時間以下であること。

ロ ユニット型擦養型介護療養施設サービス費を算定すべき指定介護療養施設サービスの夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
第二号口(2)の規定を準用する。
(第二号口(2)〉
ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の夜勤を行う職員の動務条件に関する基準
イ(2)の規定を準用する。

夜勤体制Q【A
Э 夜勤を行う職員の算定について D夜 動を行う看護職員の員数の算定においては、人員配置の算定上、介護職員とし

てみなされた看謹職員についても看謹繊員として算定できる。(平15,4版 Q鉄 15
廉養型 間1)

定員超過利用減算
減

算
70/100

入院思者の数が入院患者の定員を超える場合。

人員基準欠如減算
減

算

70/100
看護〔介護職員の員数が基準に滴たない場合
※(療養型介護療養施設サービス費(llI)・ユニウト型療養型介護療養施設サービス費について)

90/100
看護師が基準に定められた看護職員の員数に20/100を乗じて得た数未満の場合
※(療養型介護療養施設サービス費(匝)'ユニット型療養型介護療養施設サービス費について)

70/100
介離支援専門員の員数が基準に満たない場合

12単 位
僻地の医師確保計画を届出たもので、医師の数が暴率に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合

90/′ 100
4Fl地の医師確保計画を届出たもの以外で、医師の数が基準に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合
※(療養型介題療養施設サービス費(III)ユヽニット型療養型介護療養施設サービス費について)


